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(57)【要約】
【課題】追尾機構に対する要求精度を高めることなく、
広い通信範囲での通信を行うこと。
【解決手段】第２の移動局と通信を行う第１の移動局を
制御するコンピュータによる移動局制御方法は、前記第
１の移動局と前記第２の移動局との間の距離を検出する
距離検出ステップと、前記第１の移動局が前記第２の移
動局へ放射する電磁波のビーム幅を前記距離に応じて切
り替える第１切り替えステップと、を有する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第２の移動局と通信を行う第１の移動局を制御するコンピュータによる移動局制御方法
であって、
　前記第１の移動局と前記第２の移動局との間の距離を検出する距離検出ステップと、
　前記第１の移動局が前記第２の移動局へ放射する電磁波のビーム幅を前記距離に応じて
切り替える第１切り替えステップと、
　を有する移動局制御方法。
【請求項２】
　前記第１切り替えステップは、前記距離が近いほど前記ビーム幅をより広くするように
切り替える
　請求項１に記載の移動局制御方法。
【請求項３】
　前記ビーム幅及び前記距離に応じて決まるビーム広がりの値が閾値よりも小さい場合、
前記第２の移動局との間の距離がより遠い位置へ前記第１の移動局を移動させる第１移動
ステップ
　をさらに有する請求項１又は請求項２に記載の移動局制御方法。
【請求項４】
　前記閾値は、前記第１移動ステップによる移動の精度に基づく値である
　請求項３に記載の移動局制御方法。
【請求項５】
　前記第１の移動局又は前記第２の移動局の近傍に存在する障害物を検知する障害物検知
ステップと、
　前記障害物が検知された場合、前記ビーム幅をより狭くするように切り替える第２切り
替えステップと、
　をさらに有する請求項１から請求項４のうちいずれか一項に記載の移動局制御方法。
【請求項６】
　前記第１の移動局又は前記第２の移動局の近傍に存在する障害物を検知する障害物検知
ステップと、
　前記障害物が検知された場合、前記第２の移動局との間の距離がより近い位置へ前記第
１の移動局を移動させる第２移動ステップと、
　をさらに有する請求項１から請求項４のうちいずれか一項に記載の移動局制御方法。
【請求項７】
　前記電磁波が前記障害物によって反射することによって生じる反射波の強度が最大とな
るように、ビーム幅を切り替える第３切り替えステップ
　をさらに有する請求項５又は請求項６に記載の移動局制御方法。
【請求項８】
　第２の移動局と通信を行う第１の移動局を制御する移動局制御装置であって、
　前記第１の移動局と前記第２の移動局との間の距離を示す距離情報を取得する距離情報
取得部と、
　前記第１の移動局が前記第２の移動局へ放射する電磁波のビーム幅を前記距離情報に基
づく前記距離に応じて切り替える切り替え部と、
　を備える移動局制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動局制御方法及び移動局制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　昨今、無線通信において、固定局対固定局の間の通信、移動局対基地局の間の通信のほ
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か、移動局を中継局とする移動局対基地局の間の通信、及び、移動局同士の間の通信（Ｍ
２Ｍ；Machine-to-Machine）が注目されている。上記の通信においては、例えばＷｉ－Ｆ
ｉ（ワイファイ）に代表されるＩＥＥＥ（The Institute of Electrical and Electronic
s Engineers, Inc.）８０２．１１規格に基づく無線通信方式、及び、例えばＬＴＥ（登
録商標）（Long Term Evolution）等のcellular（セルラー）方式の無線通信方式が一般
に用いられている。
【０００３】
　しかしながら、ある程度広い範囲を移動しつつ総スループット数が１００Ｍｂｐｓ以上
となるような大容量伝送を行う場合においては、上記の無線通信方式は適当ではない場合
がある。なぜならば、無線局間の距離が遠くなるほど無線局において受信される電力が減
衰してしまうため、所望のＣ／Ｎ比（Carrier to Noise Ratio；搬送波対雑音比）を満た
さなくなるためである。
【０００４】
　所望のＣ／Ｎ比を満たしつつ、より高速なデータ通信を行うためには、より高利得のア
ンテナが必要になる。高利得アンテナは、一般に大開口径を有するアンテナであるため、
メインビームの幅が狭くなる。これにより、移動局が移動することによって、移動局の位
置がアンテナの指向方向から外れてしまい易くなる。そのため、移動局を追尾するための
追尾機構が必要になる。
【０００５】
　従来、このような追尾機構は、例えば高利得アンテナを必要とする、衛星対移動局（地
球局）の間の通信において利用されることが多かった。衛星通信システムにおいては、衛
星と地球局とは一対多の通信になる。そのため、衛星は姿勢制御によって地球表面の方向
へアンテナを向けている。これにより、衛星側には、上記のような追尾機構は用いられな
い。
【０００６】
　これに対して、それぞれの地球局は、衛星の方向へアンテナを向ける必要がある。その
ため、地球局は、例えばＧＰＳ（Global Positioning System）やＧＬＯＮＡＳＳ（Globa
l Navigation Satellite System）等のＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite System
；全球測位衛星システム）又はジャイロセンサ等の各種センサを用いて自己位置を検出す
る。そして、地球局は、自己位置と予めデータベース等に登録されている衛星の位置とに
基づいて算出される、衛星の方向へメインビームを向けている。地球局は、例えば、コニ
カルスキャン等を用いた機械的追尾の方法によって（例えば、非特許文献１及び非特許文
献２を参照）、又は、アレーアンテナ等を用いた電子的追尾の方法によって（例えば、非
特許文献３を参照）、衛星を捕捉している。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】吉田富彦　他，「高精度衛星自動追尾アンテナの構成と制御方式の検討
」，信学技報 A・P2003-4 SAT2003-4，pp.19-24，社団法人　電子情報通信学会，2003年
【非特許文献２】桧垣潤一　他，「船舶用ブロードバンドアンテナにおける防振機構系と
追尾制御系の設計手法について」，電子情報通信学会論文誌 B Vol.J91-B No.12，pp.157
8-1586，社団法人　電子情報通信学会，2008年
【非特許文献３】菊間信良，「アダプティブアンテナ技術」，pp.122-124，株式会社オー
ム社，2003年
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上述したように、衛星通信システムでは、地球局側にのみ、追尾機構があればよい。こ
れに対し、移動局同士の間の通信（例えばドローン（drone）対ドローンの間の通信等）
では、双方の移動局がお互いの相対的な位置関係を把握する必要がある。そのため、従来
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技術では、例えば双方の移動局に追尾機構を設ける等、追尾機構に対する要求精度を高め
るための何らかの構成を備える必要があるという課題があった。
【０００９】
　また、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に基づく無線通信方式では、ＴＤＭＡ（Time Divisio
n Multiple Access；時分割多元接続）方式のような時分割処理が行われる。そのため、
上述したような、通信信号の受信状態から追尾を行うコニカルスキャン又はアレーアンテ
ナを用いるだけでは、タイムラグが生じる。これにより、追尾を行うことができない場合
が生じる。そのため従来技術では、追尾機構に対する要求精度を高めるための何らかの構
成が必要になるという課題があった。
【００１０】
　上記事情に鑑み、本発明は、追尾機構に対する要求精度を高めることなく、広い通信範
囲での通信を行うことができる技術の提供を目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の一態様は、第２の移動局と通信を行う第１の移動局を制御するコンピュータに
よる移動局制御方法であって、前記第１の移動局と前記第２の移動局との間の距離を検出
する距離検出ステップと、前記第１の移動局が前記第２の移動局へ放射する電磁波のビー
ム幅を前記距離に応じて切り替える第１切り替えステップと、を有する移動局制御方法で
ある。
【００１２】
　また、本発明の一態様は、上記の移動局制御方法であって、前記第１切り替えステップ
は、前記距離が近いほど前記ビーム幅をより広くするように切り替える。
【００１３】
　また、本発明の一態様は、前記ビーム幅及び前記距離に応じて決まるビーム広がりの値
が閾値よりも小さい場合、前記第２の移動局との間の距離がより遠い位置へ前記第１の移
動局を移動させる第１移動ステップをさらに有する。
【００１４】
　また、本発明の一態様は、上記の移動局制御方法であって、前記閾値は、前記第１移動
ステップによる移動の精度に基づく値である。
【００１５】
　また、本発明の一態様は、上記の移動局制御方法であって、前記第１の移動局又は前記
第２の移動局の近傍に存在する障害物を検知する障害物検知ステップと、前記障害物が検
知された場合、前記ビーム幅をより狭くするように切り替える第２切り替えステップと、
をさらに有する。
【００１６】
　また、本発明の一態様は、上記の移動局制御方法であって、前前記第１の移動局又は前
記第２の移動局の近傍に存在する障害物を検知する障害物検知ステップと、前記障害物が
検知された場合、前記第２の移動局との間の距離がより近い位置へ前記第１の移動局を移
動させる第２移動ステップと、をさらに有する。
【００１７】
　また、本発明の一態様は、上記の移動局制御方法であって、前記電磁波が前記障害物に
よって反射することによって生じる反射波の強度が最大となるように、ビーム幅を切り替
える第３切り替えステップをさらに有する。
【００１８】
　また、本発明の一態様は、第２の移動局と通信を行う第１の移動局を制御する移動局制
御装置であって、前記第１の移動局と前記第２の移動局との間の距離を示す距離情報を取
得する距離情報取得部と、前記第１の移動局が前記第２の移動局へ放射する電磁波のビー
ム幅を前記距離情報に基づく前記距離に応じて切り替える切り替え部と、を備える移動局
制御装置である。
【発明の効果】
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【００１９】
　本発明により、追尾機構に対する要求精度を高めることなく、広い通信範囲での通信を
行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る移動局制御方法の概要を説明するための模式図で
ある。
【図２】本発明の第１の実施形態に係る移動局制御システムの構成の一例を示すブロック
図である。
【図３】本発明の第１の実施形態に係る移動局制御方法による処理の流れを示すフローチ
ャートである。
【図４】本発明の第２の実施形態に係る移動局制御方法の概要を説明するための模式図で
ある。
【図５】移動局間の距離と自由空間損失及びビーム幅ごとのビーム広がりとの関係の一例
を示す表である。
【図６】アンテナ利得とビーム幅との関係の一例を示す表である。
【図７】本発明の第２の実施形態の変形例に係る移動局制御システムの構成の一例を示す
ブロック図である。
【図８】本発明の第２の実施形態の変形例に係る移動局制御方法による処理の流れを示す
フローチャートである。
【図９】本発明の第３の実施形態に係る移動局制御方法の概要を説明するための模式図で
ある。
【図１０】本発明の第３の実施形態の変形例に係る移動局制御方法の概要を説明するため
の模式図である。
【図１１】本発明の第４の実施形態に係る移動局制御方法の概要を説明するための模式図
である。
【図１２】本発明の第４の実施形態の変形例に係る移動局制御方法による処理の流れを示
すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明による移動局制御方法の実施形態について説明する。
　以下に説明する各実施形態では、移動局装置を搭載するドローン対移動局装置を搭載す
るドローンの間において無線通信を行う場合を一例とした移動局制御方法を説明する。以
下、移動局装置を搭載するドローンを、単に「移動局」という。
【００２２】
＜第１の実施形態＞
　以下、本発明の第１の実施形態に係る移動局制御方法ついて、図面を参照しながら説明
する。
【００２３】
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る移動局制御方法の概要を説明するための模式図
である。
　図１において、移動局ｄ１は、指向性アンテナ（図示せず）（以下「アンテナ」という
。）を用いて移動局ｄ２との無線通信を行う。そのため、移動局ｄ１は、移動局ｄ２を追
尾するための追尾機構を備えている。
【００２４】
　図１（Ａ）に示すように、移動局ｄ１のアンテナから送信された電磁波のビームは、Ｄ
ｓｉｎφの範囲に照射される。ここで、Ｄは、移動局ｄ１と移動局ｄ２との間の距離であ
る。また、φは、アンテナ指向性の半値幅である。
　図１（Ａ）に示すように、移動局ｄ１からの距離が近くなるほど、ビームの照射範囲の
幅（以下「ビーム広がり」という。）はより狭くなる。そのため、移動局ｄ１から追尾対
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象である物体までの距離が近いほど、追尾機構に対してより高い精度が要求される。
【００２５】
　なお、例えば、長距離の無線通信に用いられる狭ビームアンテナは、メインビームにエ
ネルギーを集中させる。そのため、ビームの照射範囲から外れた場合には、－３０ｄＢ（
decibel；デシベル）～－４０ｄＢ程度の電磁波の減衰が生じる。例えば、距離が１０ｍ
である場合と距離が５０ｍである場合とにおける、自由空間の距離減衰差は１３ｄＢであ
る。よって、１０ｍから５０ｍへ距離が遠くなる場合よりも、ビームの照射範囲から外れ
た場合の方が、電磁波はより大きく減衰する。
【００２６】
　例えば、このような狭ビームアンテナを用いる場合、ビームの照射位置から１０ｍ先の
位置においては、ビーム広がりは３０ｃｍ程度の幅となる。したがって、追尾対象の移動
局（移動局ｄ２）の位置がこの幅の照射範囲に収まっていなければ、移動局ｄ１は移動局
ｄ２を追尾することができない。
【００２７】
　移動局ｄ２が移動局ｄ１により近い位置へ移動し、例えば、移動局ｄ１から移動局ｄ２
までの距離が距離Ｄから距離Ｄ’（＜Ｄ）に変わった場合、上述したように、ビーム広が
りはより狭くなる。これにより、図１（Ｂ）に示すように、移動局ｄ２が、図１（Ａ）に
示したビームの照射範囲から外れる場合がある。そのため、第１の実施形態に係る移動局
ｄ１は、ビームの照射範囲に移動局ｄ２を収めるようにするため、移動局ｄ１から移動局
ｄ２までの距離に応じて、ビーム幅をφ度からθ度へ切り替える。
【００２８】
　第１の実施形態に係る移動局ｄ１は、例えば、ビーム幅が異なる複数のアンテナを備え
る。そして、移動局ｄ１は、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離に応じて、用いるアン
テナを切り替える。
【００２９】
［移動局制御システムの構成］
　以下、上述した移動局制御方法により移動局ｄ１を制御する移動局制御システムの構成
の一例について説明する。
　図２は、本発明の第１の実施形態に係る移動局制御システムの構成の一例を示すブロッ
ク図である。図２に示すように、移動局制御システムは、移動局制御装置１０と、画像処
理エンジン１０２と、距離検出部１０３と、追尾機構１０４と、を含んで構成される。
【００３０】
　また、移動局制御装置１０は、カメラ１０１と、スイッチ１０５と、ブロードアンテナ
１０６と、ナローアンテナ１０７と、を含んで構成される。ブロードアンテナ１０６によ
って照射されるビームのビーム幅はθ度であり、ナローアンテナ１０７によって照射され
るビームのビーム幅はφ（＜θ）度である。
【００３１】
　なお、カメラ１０１は、移動局制御装置１０の筐体の中に備えられる代わりに、移動局
制御装置１０に接続する外部の装置として備えられる構成であっても構わない。また、画
像処理エンジン１０２、距離検出部１０３、及び追尾機構１０４は、移動局制御装置１０
に接続する外部の装置として備えられる代わりに、移動局制御装置１０の筐体の中に備え
られる構成であっても構わない。
【００３２】
　カメラ１０１は、移動局ｄ２の方向を撮像する。カメラ１０１は、撮像された画像を示
す画像データを画像処理エンジン１０２へ出力する。
【００３３】
　画像処理エンジン１０２は、カメラ１０１から入力された画像データを解析し、画像デ
ータに基づく画像内における、移動局ｄ２を示す画像領域を特定する。なお、画像処理エ
ンジン１０２は、例えば、移動局ｄ２が撮像された画像を示す画像データ（マスター画像
データ）を予め保持しており、マスター画像データとカメラ１０１から入力された画像デ
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ータとを照合することによって、画像内における移動局ｄ２を示す画像領域を特定するよ
うにしてもよい。
　画像処理エンジン１０２は、移動局ｄ２を示す画像領域を示す情報を距離検出部１０３
へ出力する。
【００３４】
　また、画像処理エンジン１０２は、移動局ｄ２を示す画像領域が、カメラ１０１から入
力される画像データに基づく画像の中央に位置するように、追尾機構１０４を制御する。
　追尾機構１０４は、移動局制御装置１０に取り付けられており、移動局制御装置１０の
向きを制御可能に構成されている。これにより、追尾機構１０４は、移動局制御装置１０
の向きを制御することによって、移動局制御装置１０が備えるカメラ１０１の撮像方向を
制御することができる。
【００３５】
　例えば、カメラ１０１から入力される画像データに基づく画像において、移動局ｄ２を
示す画像領域が中央よりも上側に位置している場合には、画像処理エンジン１０２は、移
動局ｄ１が備えるカメラ１０１の撮像方向をより上側へ向けるように、追尾機構１０４を
制御する。また、例えば、カメラ１０１から入力される画像データに基づく画像において
、移動局ｄ２を示す画像領域が中央よりも左側に位置している場合には、画像処理エンジ
ン１０２は、移動局ｄ１が備えるカメラ１０１の撮像方向をより左側へ向けるように、追
尾機構１０４を制御する。これにより、移動局ｄ１の移動局制御システムによる、移動局
ｄ２の追尾が行われる。
【００３６】
　なお、カメラ１０１の撮像方向と、ブロードアンテナ１０６及びナローアンテナ１０７
から照射される電磁波のビームの照射方向とは、一致するように構成されているものとす
る。これにより、カメラ１０１から入力される画像データに基づく画像の中央に写ってい
る位置に向けて、ビームが照射されることになる。
【００３７】
　距離検出部１０３は、画像処理エンジン１０２から入力された、移動局ｄ２を示す画像
領域を示す情報に基づいて、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離を検出する。例えば、
距離検出部１０３は、移動局ｄ２を示す画像領域の大きさと、実際の移動局ｄ２の大きさ
と、に基づいて距離を検出する。距離検出部１０３は、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの
距離を示す距離情報をスイッチ１０５へ出力する。
【００３８】
　スイッチ１０５は、距離検出部１０３から入力された距離情報が示す距離と、予め記憶
している所定の距離を示す閾値と、を比較する。
　スイッチ１０５は、入力された距離情報が示す距離が閾値よりも短い場合、ビーム幅が
θ度であるブロードアンテナ１０６からビームが照射されるように切り替える。すなわち
、スイッチ１０５は、ブロードアンテナ１０６を用いて無線通信が行われるように切り替
える。
【００３９】
　また、スイッチ１０５は、入力された距離情報が示す距離が閾値以上の長さである場合
、ビーム幅がφ（＜θ）度であるナローアンテナ１０７からビームが照射されるように切
り替える。すなわち、スイッチ１０５は、ナローアンテナ１０７を用いて無線通信が行わ
れるように切り替える。
【００４０】
　なお、図２に例示した移動局制御装置１０は、ビーム幅が異なる２種類のアンテナを備
えている構成であるものとしたが、これに限られるものではない。例えば、移動局制御装
置１０は、ビーム幅が異なる３種類以上のアンテナを備え、移動局ｄ１から移動局ｄ２ま
での距離に応じて、これら３種類以上のアンテナを適宜切り替えて用いる構成であっても
よい。
【００４１】
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　なお、移動局制御装置１０が、ビーム幅が異なる複数のアンテナを備える代わりに、ビ
ーム幅を変化させることができるアンテナを備える構成にしてもよい。この場合、例えば
、フェーズドアレーアンテナのアレー素子の給電を部分的に間引くことによって上記の構
成を実現することができる。
　なお、この場合、ビーム幅が離散的な値で変化する構成に限られるものでななく、ビー
ム幅が連続的に変化する構成であってもよい。
【００４２】
　なお、図２に例示した移動局制御システムは、カメラ１０１、画像処理エンジン１０２
、及び距離検出部１０３によって画像を解析することにより、移動局ｄ１から移動局ｄ２
までの距離を検出する構成であるものとしたが、これに限られるものではない。例えば、
移動局制御システムは、ＧＮＳＳ又はレーザー測位計等を用いて、移動局ｄ１から移動局
ｄ２までの距離を検出する構成であってもよい。もちろん、上記の画像処理、ＧＮＳＳ及
びレーザー測位計等の距離計測手段のうち、複数の手段を組み合わせて移動局ｄ１から移
動局ｄ２までの距離を検出する構成にしてもよい。
【００４３】
［移動局制御方法による処理の流れ］
　以下、上述した移動局制御方法による処理の流れの一例について説明する。
　図３は、本発明の第１の実施形態に係る移動局制御方法による処理の流れを示すフロー
チャートである。
【００４４】
　距離検出部１０３は、画像処理エンジン１０２から出力された、移動局ｄ２を示す画像
領域を示す情報の入力を受け付ける。距離検出部１０３は、入力された移動局ｄ２を示す
画像領域を示す情報に基づいて、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離を検出する（ステ
ップＳ１１）。距離検出部１０３は、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離を示す距離情
報をスイッチ１０５へ出力する。
【００４５】
　スイッチ１０５は、距離検出部１０３から入力された距離情報が示す距離と、予め記憶
している所定の距離を示す閾値と、を比較する。
【００４６】
　スイッチ１０５は、入力された距離情報が示す距離が閾値よりも短い場合（ステップＳ
１２・Ｙｅｓ）、ブロードアンテナ１０６を利用するように切り替える（ステップＳ１３
）。また、スイッチ１０５は、入力された距離情報が示す距離が閾値以上の長さである場
合（ステップＳ１２・Ｎｏ）、ナローアンテナ１０７を利用するように切り替える（ステ
ップＳ１４）。
　以上で図３に示すフローチャートの処理が終了する。
【００４７】
　なお、閾値には、例えば、Ｄｓｉｎθ＜Ｘを満たすＤの値（すなわち、Ｄ＜Ｘ／ｓｉｎ
θの値）が設定される。ここで、Ｄは、移動局間の距離（単位：ｍ）である。また、θは
アンテナ指向性半値幅（単位：度）である。また、Ｘは、移動局の位置精度（単位：ｍ）
である。なお、上記の半値幅は、半値全幅であり、２Ｄｓｉｎθ／２≒Ｄｓｉｎθで近似
している。厳密に２Ｄｓｉｎθ／２を用いて計算してもよい。
【００４８】
　なお、移動局の位置精度Ｘ（ｍ）は、例えばＧＮＳＳ等の位置検出手段の空間分解能と
、移動局の移動機構の精度とに依存する。一般的なＧＮＳＳの場合、数ｍ単位でのずれが
生じることがある。また、移動機構の精度は、移動局が空中に留まろうとする場合、例え
ば風等の影響によって数１０ｃｍ程度の誤差が生じることがある。また、移動局が地上に
ある場合であっても、ステアリングの影響等によって車輪の軸方向に対して、数１０ｃｍ
程度の誤差が生じることがある。
【００４９】
＜第２の実施形態＞
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　以下、本発明の第２の実施形態について、図面を参照しながら説明する。
【００５０】
　図４は、本発明の第２の実施形態に係る移動局制御方法の概要を説明するための模式図
である。
　図４において、移動局ｄ１は、上述した第１の実施形態と同様に、アンテナを用いて移
動局ｄ２との無線通信を行う。そのため、移動局ｄ１は、移動局ｄ２を追尾するための追
尾機構を備えている。
【００５１】
　図４に示すように、移動局ｄ１のアンテナから送信された電磁波のビームは、Ｄｓｉｎ
φの範囲に照射される。ここで、Ｄは、移動局ｄ１と移動局ｄ２との間の距離である。ま
た、φは、アンテナ指向性の半値幅である。
　図４に示すように、移動局ｄ１からの距離が近い位置ほど、移動局ｄ１から照射される
ビーム広がりはより狭い。そのため、移動局ｄ１からの距離が近いと、追尾対象である移
動局ｄ２がビームの照射範囲から外れ易くなる。すなわち、移動局ｄ１が移動局ｄ２を追
尾できなくなる可能性が高くなる。
【００５２】
　そのため、第２の実施形態に係る移動局ｄ１は、自己の移動局ｄ１と移動局ｄ２との間
の距離が所定の距離よりも近い場合、ビームの照射範囲に移動局ｄ２を収めるようにする
ため、移動局ｄ２から遠ざかるように移動を行う。例えば、図４に示すように、移動局ｄ
１は、移動局ｄ２からの距離がＤである位置から、移動局ｄ２からの距離がＤ”（＞Ｄ）
である位置へ、移動を行う。
　これにより、移動局ｄ２の位置における、移動局ｄ１から照射されたビーム広がりがよ
り広くなる。これにより、第２の実施形態に係る移動局制御方法は、移動局ｄ１が移動局
ｄ２を追尾できなくなる可能性を低減させることができる。
【００５３】
＜第２の実施形態の変形例＞
　以下、本発明の第２の実施形態の変形例について、図面を参照しながら説明する。
【００５４】
　上述した本発明の第２の実施形態に係る移動局制御方法は、第１の実施形態に係る移動
局制御方法（すなわち、ビーム幅の異なる複数のアンテナを切り替えて用いる構成）を組
み合わせることによって、自由空間損失及びアンテナ利得を考慮して電力マージンの最適
化を行う構成にすることもできる。
【００５５】
　図５は、移動局間の距離と、自由空間損失及びビーム幅ごとのビーム広がりと、の関係
の一例を示す表である。図５に示すように、例えば、移動局ｄ１からの距離が「６．０ｍ
」の位置における自由空間損失は「－８３．６ｄＢ」である。また、図５に示すように、
例えば、移動局ｄ１からの距離が「６．０ｍ」の位置におけるビーム広がりは、ビーム幅
が「２．９度」のアンテナが用いられた場合には、「０．０４８ｍ」（すなわち、４．８
cm）である。
【００５６】
　図６は、アンテナ利得とビーム幅との関係の一例を示す表である。図６に示すように、
例えば、ビーム幅が「２．９度」のアンテナが用いられた場合には、アンテナ利得は「３
６．０ｄＢｉ」である。
【００５７】
　例えば、３ｃｍ（すなわち、０．０３ｍ）の精度を持つ移動機構を備える移動局を用い
る場合を考える。
　例えば、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離が６．０ｍ離れている場合には、ビーム
幅が２．９度以上のアンテナを用いる必要がある。これは、図５の表が示す値から、距離
が６．０ｍである場合において、ビーム幅が１．５度のビームを照射するアンテナを用い
ると、ビーム広がりは０．０２５ｍ（２．５ｃｍ）になり、移動局の移動機構の精度であ
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る３ｃｍよりも幅が狭くなってしまう。
【００５８】
　距離が６．０ｍである場合において、ビーム幅が２．９度以上のアンテナを用いた場合
におけるレベルダイヤは、図５及び図６の表が示す値から、－８３．６ｄＢ（自由空間損
失）＋３６．０ｄＢｉ（アンテナ利得）＝－４７．６ｄＢｍとなる。
【００５９】
　ここで、例えば、ダイナミックレンジの下限が－４５ｄＢｍであり、かつ、送信電力を
変更することができない場合、上記レベルダイヤの値である－４７．６ｄＢｍは、ダイナ
ミックレンジの下限である－４５ｄＢｍを下回る。このことから、この場合には、ビーム
幅が１．５度のビームを照射するアンテナを用いなければ通信が成立しない。ビーム幅が
１．５度のビームを照射するアンテナを用いた場合、図５及び図６の表が示す値から、レ
ベルダイヤは、－８３．６ｄＢ（自由空間損失）＋４２．０ｄＢｉ（アンテナ利得）＝－
４１．６ｄＢｍとなり、ダイナミックレンジの下限である－４５ｄＢｍを下回らないから
である。
【００６０】
　しかしながら、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離が６．０ｍ離れている場合に、ビ
ーム幅が１．５度のビームを照射するアンテナを用いると、上述したように、ビーム広が
りが０．０２５ｍ（すなわち、２．５ｃｍ）になる。よって、移動局の移動機構の精度で
ある３ｃｍよりも幅が狭くなってしまう。したがって、移動局ｄ１は、移動局ｄ２から遠
ざかるように移動をする必要がある。
【００６１】
　そこで、移動局ｄ１の移動局制御装置１０は、例えば、移動局ｄ２からの距離が８．０
ｍの位置へ移動するように自己の移動局ｄ１を制御する。図５及び図６の表が示す値から
、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離が８ｍ離れている場合に、ビーム幅が１．５度の
ビームを照射するアンテナを用いた場合、レベルダイヤは、－８６．１ｄＢ（自由空間損
失）＋４２．０ｄＢｉ（アンテナ利得）＝－４４．１ｄＢｍとなる。よって、ダイナミッ
クレンジの下限である－４５ｄＢｍを下回らない。
【００６２】
　また、図５に示す値から、移動局ｄ１からの距離が８．０ｍの位置におけるビーム広が
りは、ビーム幅が１．５度のビームを照射するアンテナが用いられた場合、０．０３３ｍ
（すなわち、３．３cm）である。よって、この場合、移動局の移動機構の精度である３ｃ
ｍよりも幅が狭くはならない。
【００６３】
　以上のことから、移動局制御装置１０は、図５及び図６の表が示す値に基づいて、ビー
ム幅が１．５度のビームを照射するアンテナに切り替えて、かつ、移動局ｄ２からの距離
が８．０ｍの位置へ移動するように自己の移動局ｄ１を制御する、という決定を行うこと
ができる。このように、移動局制御装置１０は、自由空間損失及びアンテナ利得を考慮し
て電力マージンの最適化を図るように、ビーム幅の制御及び移動局ｄ１と移動局ｄ２との
間の距離の制御を行うことができる。
【００６４】
［移動局制御システムの構成］
　以下、上述した移動局制御方法により移動局ｄ１を制御する移動局制御システムの構成
の一例について説明する。
　図７は、本発明の第２の実施形態の変形例に係る移動局制御システムの構成の一例を示
すブロック図である。図７に示すように、移動局制御システムは、移動局制御装置１０と
、画像処理エンジン１０２と、距離検出部１０３と、追尾機構１０４と、を含んで構成さ
れる。
【００６５】
　また、移動局制御装置１０は、カメラ１０１と、スイッチ１０５と、ブロードアンテナ
１０６と、ナローアンテナ１０７と、移動制御部１０８と、を含んで構成される。
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【００６６】
　なお、図７に示すように、第２の実施形態の変形例に係る移動局制御システムの構成が
、図２を参照しながら説明した第１の実施形態に係る移動局制御装置１０の構成とは異な
る点は、移動制御部１０８が備えられている点である。
　なお、以下、第１の実施形態に係る移動局制御システムと共通する構成については説明
を省略する。
【００６７】
　距離検出部１０３は、上述した移動局制御方法によって、用いるアンテナと、移動局ｄ
１と移動局ｄ２との間の最適な距離とを決定する。
　そして、距離検出部１０３は、用いるアンテナを示す情報をスイッチ１０５へ出力する
。スイッチ１０５は、距離検出部１０３入力された情報に基づいて、用いるアンテナを切
り替える。
　また、距離検出部１０３は、移動局ｄ１と移動局ｄ２との間の最適な距離を示す情報を
、移動制御部１０８へ出力する。移動制御部１０８は、距離検出部１０３に入力された情
報に基づいて、自己の移動局ｄ１を移動させる。
【００６８】
［移動局制御方法による処理の流れ］
　以下、上述した移動局制御方法による処理の流れの一例について説明する。
　図８は、本発明の第２の実施形態の変形例に係る移動局制御方法による処理の流れを示
すフローチャートである。
【００６９】
　距離検出部１０３は、画像処理エンジン１０２から出力された移動局ｄ２を示す画像領
域を示す情報の入力を受け付ける。距離検出部１０３は、入力された移動局ｄ２を示す画
像領域を示す情報に基づいて、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離を検出する（ステッ
プＳ２１）。
【００７０】
　距離検出部１０３は、検出した距離と、図５及び図６の表が示す値と、に基づいて、電
力マージンが所定の閾値よりも下回っているか否かを判定する（ステップＳ２２）。ここ
で、所定の閾値とは、例えば上述したダイナミックレンジの下限である。
【００７１】
　電力マージンが所定の閾値よりも下回っていない場合（ステップＳ２２・Ｎｏ）、移動
局ｄ１は通信を続行する（ステップＳ２４）。以上で図８に示すフローチャートの処理が
終了する。
【００７２】
　電力マージンが所定の閾値よりも下回っている場合（ステップＳ２２・Ｙｅｓ）、距離
検出部１０３は、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離が、所定の閾値よりも近いか否か
を判定する（ステップＳ２３）。
【００７３】
　なお、閾値には、例えば、Ｄｓｉｎθ＜Ｘを満たすＤの値（すなわち、Ｄ＜Ｘ／ｓｉｎ
θの値）が設定される。ここで、Ｄは、移動局間の距離（単位：ｍ）である。また、θは
アンテナ指向性半値幅（単位：度）である。また、Ｘは、移動局の位置精度（単位：ｍ）
である。
【００７４】
　移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離が、所定の閾値よりも近くはない場合（ステップ
Ｓ２３・Ｎｏ）、移動局ｄ１は通信を続行する（ステップＳ２４）。以上で図８に示すフ
ローチャートの処理が終了する。
【００７５】
　移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離が、所定の閾値よりも近い場合（ステップＳ２３
・Ｙｅｓ）、移動局ｄ１は、移動局ｄ１から移動局ｄ２までの距離が所定の閾値よりも近
くはならない位置へ移動する（ステップＳ２５）。そして、再びステップＳ２２の処理に
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戻る。
【００７６】
＜第３の実施形態＞
　以下、本発明の第３の実施形態について、図面を参照しながら説明する。
　図９は、本発明の第３の実施形態に係る移動局制御方法の概要を説明するための模式図
である。
【００７７】
　移動局の近くに、障害物、遮蔽物又は反射物等（以下「障害物等」という。）が存在す
る場合、障害物等が、移動局間で行われる無線通信に悪影響を及ぼす場合がある。そこで
、移動局制御装置１０は、自己の無線局ｄ１又は通信相手である無線局ｄ２から所定の距
離の範囲に障害物等が存在する場合に、第１の実施形態と同様に、ビーム幅が異なる他の
アンテナに切り替える。
　なお、第３の実施形態に係る移動局制御装置１０は、自己の移動局制御装置１０が備え
るアンテナのビーム幅の値及びサイドビーム幅の値を保持している。
【００７８】
　図９に示すように、例えば、移動局ｄ２の近傍にはビルが存在する。ビルの一部は、ビ
ーム幅がθ度であるビームの照射範囲内にある。よって、これらのビルによって電磁波が
反射したり、遮られたりすると、移動局ｄ１及び移動局ｄ２との間で行われる無線通信に
悪影響が生じる。
【００７９】
　第３の実施形態に係る移動局ｄ１の移動局制御装置１０は、移動局ｄ２から所定の距離
の範囲内に障害物等が存在すること検知すると、ビーム幅がθ度のビームを照射するアン
テナから、ビーム幅がφ（＜θ）度のビームを照射するアンテナに切り替える。これによ
り、図９に示すように、移動局ｄ１から照射されるビームのビーム広がりは狭くなり、ビ
ームの照射範囲にはビルが存在しなくなる。これにより、移動局ｄ１及び移動局ｄ２との
間で安定した無線通信を行うことが可能になる。
【００８０】
　なお、ここでいう所定の距離の範囲とは、ビーム幅から計算されるビーム広がりに基づ
く範囲とする代わりに、フレネル半径を基準としてもよい。
　なお、通信相手の移動局側に障害物等がある場合には、通信相手の移動局に対して、所
定の距離の範囲内に障害物等が存在することを通知することが好ましい。
【００８１】
　なお、障害物等の検知の方法としては、移動局制御装置１０が、障害物等の位置を示す
データを予め保持しておき、該データに基づいて障害物等を検知するようにしてもよい。
あるいは、移動局制御装置１０が、カメラやセンサ等によって障害物等を検知するように
してもよい。あるいは、移動局制御装置１０が、実際の通信の劣化状況等から障害物等を
検知するようにしてもよい。
【００８２】
［移動局制御方法による処理の流れ］
　本発明の第３の実施形態に係る移動局制御方法による処理の流れは、図３のフローチャ
ートを参照しながら説明した第１の実施形態に係る移動局制御方法による処理の流れとほ
ぼ同様である。第３の実施形態に係る移動局制御方法が、第１の実施形態に係る移動局制
御方法とは異なる点は、図３のフローチャートのステップＳ１２に用いる所定の閾値が、
以下のように設定される点である。
【００８３】
　閾値には、例えば、Ｄｓｉｎθ＜ｄを満たすＤの値（すなわち、Ｄ＜ｄ／ｓｉｎθの値
）が設定される。ここで、Ｄは、移動局間の距離（単位：ｍ）である。また、θはアンテ
ナ指向性半値幅（単位：度）である。また、ｄは、移動局ｄ２と障害物等との間の距離（
単位：ｍ）である。
　このように、第３の実施形態に係る移動局制御方法では、ビーム広がりが、移動局ｄ２
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と障害物等との間の距離未満となるようにアンテナが切り替えられる。
【００８４】
＜第３の実施形態の変形例＞
　以下、本発明の第３の実施形態の変形例について、図面を参照しながら説明する。
　図１０は、本発明の第３の実施形態の変形例に係る移動局制御方法の概要を説明するた
めの模式図である。
【００８５】
　上述したように、移動局の近くに、障害物等が存在する場合、障害物等が、移動局間で
行われる無線通信に悪影響を及ぼす場合がある。そこで、第３の実施形態の変形例に係る
移動局制御装置１０は、自己の無線局ｄ１又は通信相手である無線局ｄ２から所定の距離
の範囲に障害物等が存在する場合、無線局ｄ２により近づく方向へ自己の無線局ｄ１を移
動させる。
【００８６】
　これにより、図１０に示すように、ビルが存在する位置において、移動局ｄ１から照射
されるビームのビーム広がりが狭くなるため、ビームの照射範囲にはビルが存在しなくな
る。これにより、移動局ｄ１及び移動局ｄ２との間で安定した無線通信を行うことが可能
になる。
【００８７】
＜第４の実施形態＞
　以下、本発明の第４の実施形態について、図面を参照しながら説明する。
　図１１は、本発明の第４の実施形態に係る移動局制御方法の概要を説明するための模式
図である。
【００８８】
　上述した第３の実施形態に係る移動局制御方法又は上述した第３の実施形態の変形例に
係る移動局制御方法を実施した場合であっても、ビームの照射範囲内に障害物等が存在し
ないようにすることが難しい場合がある。例えば、移動局の近傍に、ビル等が林立してい
るような場合等である。
【００８９】
　このような場合、第４の実施形態に係る移動局ｄ１の移動局制御装置１０は、移動局ｄ
２と障害物等との位置関係を検出し、障害物等に対して敢えてビームを照射する。例えば
、図１１に示すように、移動局制御装置１０は、ビーム幅がφ度のビームを照射するアン
テナから、ビーム幅がθ度のビームを照射するアンテナへ切り替える。これにより、移動
局制御装置１０は、意図的に、障害物等がビームの照射範囲に含まれるようにする。
【００９０】
　そして、移動局ｄ１の移動局制御装置１０は、障害物等に対して照射したビームの反射
波が移動局ｄ２へ到達する位置を探索するように動作する。
【００９１】
　なお、この場合、通信相手である移動局ｄ２が障害物等に対してビームを照射して、移
動局ｄ１が該ビームを受信することができる位置へ移動することによって、移動局ｄ１の
移動先の位置を微調整するようにしてもよい。
　なお、移動局ｄ１の移動局制御装置１０は、移動局ｄ２から、受信レベル及びスループ
ット等の情報を取得するようにしてもよい。
【００９２】
［移動局制御方法による処理の流れ］
　以下、上述した移動局制御方法による処理の流れの一例について説明する。
　図１２は、本発明の第４の実施形態の変形例に係る移動局制御方法による処理の流れを
示すフローチャートである。
【００９３】
　移動局ｄ１の移動局制御装置１０は、通信相手である移動局ｄ２の近傍にある障害物等
を検知する（ステップＳ４１）。
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【００９４】
　移動局制御装置１０は、移動局ｄ２から放射された電磁波を受信すると、自己の移動局
ｄ１を任意の位置へ移動させる（ステップＳ４２）。
【００９５】
　移動局制御装置１０は、移動後の位置における通信品質の値と、前回の位置における通
信品質の値（前回値）とを比較する。なお、ここでいう通信品質とは、例えば、ＲＳＳＩ
（Received Signal Strength Indication；受信信号強度）、スループット、ＢＥＲ（Bit
 Error Rate；ビット誤り率）、又はＰＥＲ（Packet Error Rate；パケット誤り率）等で
ある。
【００９６】
　通信品質が前回値より高い場合（ステップＳ４３・Ｎｏ）、移動局制御装置１０は、所
望の通信品質以上であるか否かを判定する（ステップＳ４４）。
　通信品質が前回値より高くない場合（ステップＳ４３・Ｙｅｓ）、移動局制御装置１０
は、自己の移動局ｄ１の移動位置を変更した上で（ステップＳ４５）、所望の通信品質以
上であるか否かを判定する（ステップＳ４４）。
【００９７】
　所望の通信品質以上ではない場合（ステップＳ４４・Ｎｏ）、ステップＳ４２の処理へ
戻る。
　所望の通信品質以上ではある場合（ステップＳ４４・Ｙｅｓ）、図１２のフローチャー
トが示す処理が終了する。
【００９８】
　以上、本発明の各実施形態について説明した。
　以上説明したように、本発明の第１の実施形態に係る移動局制御方法は、移動局ｄ２（
第２の移動局）と通信を行う移動局ｄ１（第１の移動局）を制御するための移動局制御方
法である。該移動局制御方法は、移動局ｄ１と移動局ｄ２との間の距離を検出する。そし
て、該移動局制御方法は、移動局ｄ１が移動局ｄ２へ放射する電磁波のビーム幅を、検出
した距離に応じて切り替える。
【００９９】
　また、以上説明したように、本発明の第１の実施形態に係る移動局制御方法は、移動局
ｄ１と移動局ｄ２との間の距離が近いほど、移動局ｄ１が移動局ｄ２へ放射する電磁波の
ビーム幅をより広くするように切り替える。
【０１００】
　また、以上説明したように、本発明の第２の実施形態の変形例に係る移動局制御方法は
、ビーム幅及び移動局ｄ１と移動局ｄ２との間の距離に応じて決まるビーム広がりの値が
閾値よりも小さい場合、移動局ｄ２との間の距離がより遠い位置へ自己の移動局ｄ１を移
動させる。
【０１０１】
　また、以上説明したように、本発明の第２の実施形態の変形例において、該閾値は、移
動局の移動の精度に基づく値である。
【０１０２】
　また、以上説明したように、本発明の第３の実施形態に係る移動局制御方法は、移動局
ｄ１又は移動局ｄ２の近傍に存在する障害物等を検知する。そして、該移動局制御方法は
、障害物等が検知された場合、ビーム幅をより狭くするように切り替える。
【０１０３】
　また、以上説明したように、本発明の第３の実施形態の変形例に係る移動局制御方法は
、移動局ｄ１又は移動局ｄ２の近傍に存在する障害物等を検知する。そして、該移動局制
御方法は、障害物等が検出された場合には、移動局ｄ２との間の距離がより近い位置へ移
動局ｄ１を移動させる。
【０１０４】
　また、以上説明したように、本発明の第４の実施形態の変形例に係る移動局制御方法は
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に、ビーム幅を切り替える。
【０１０５】
　以上の構成により、本発明の各実施形態に係る移動局制御方法によれば、追尾機構に対
する要求精度を高めることなく、広い通信範囲での通信を行うことができる。
【０１０６】
　以上、図面を参照して本発明の実施の形態を説明してきたが、上記実施の形態は本発明
の例示に過ぎず、本発明が上記実施の形態に限定されるものではないことは明らかである
。したがって、本発明の技術思想及び範囲を逸脱しない範囲で構成要素の追加、省略、置
換、その他の変更を行ってもよい。
【０１０７】
　上述した実施形態における移動局制御システムをコンピュータで実現するようにしても
よい。その場合、この機能を実現するためのプログラムをコンピュータ読み取り可能な記
録媒体に記録して、この記録媒体に記録されたプログラムをコンピュータシステムに読み
込ませ、実行することによって実現してもよい。なお、ここでいう「コンピュータシステ
ム」とは、ＯＳや周辺機器等のハードウェアを含むものとする。また、「コンピュータ読
み取り可能な記録媒体」とは、フレキシブルディスク、光磁気ディスク、ＲＯＭ、ＣＤ－
ＲＯＭ等の可搬媒体、コンピュータシステムに内蔵されるハードディスク等の記憶装置の
ことをいう。さらに「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、インターネット等の
ネットワークや電話回線等の通信回線を介してプログラムを送信する場合の通信線のよう
に、短時間の間、動的にプログラムを保持するもの、その場合のサーバやクライアントと
なるコンピュータシステム内部の揮発性メモリのように、一定時間プログラムを保持して
いるものも含んでもよい。また上記プログラムは、前述した機能の一部を実現するための
ものであってもよく、さらに前述した機能をコンピュータシステムにすでに記録されてい
るプログラムとの組み合わせで実現できるものであってもよく、ＦＰＧＡ（Field Progra
mmable Gate Array）等のプログラマブルロジックデバイスを用いて実現されるものであ
ってもよい。
【符号の説明】
【０１０８】
１０…移動局制御装置、１０１…カメラ、１０２…画像処理エンジン、１０３…距離検出
部、１０４…追尾機構、１０５…スイッチ、１０６…ブロードアンテナ、１０７…ナロー
アンテナ、１０８…移動制御部
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